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高速鉄道などの交通関連インフラ整備の事業評価では，時間短縮便益をはじめとする直接便益を中心に

計測・評価を行ってきた．近年，時間短縮便益に加えて，広義の経済効果や便益の考え方が提唱され，こ

の評価を行う実証研究が蓄積されつつあるが十分とは言えない．そこで本研究では，広義の経済効果の一

つである各産業の労働人口変化について着目し，高速鉄道の整備によってそれがどのように変化するのか

を実証的に明らかにした．市区町村別産業大分類労働人口データに対して差分の差分析を適用した結果，

高速鉄道駅が整備された地方自治体の卸売・小売業の労働人口が 2.4%から 8.2%増加し，これらの産業の

地域特化が起こる可能性があることが示唆された． 
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1. 序章 

 

(1)  本研究の背景 

高速鉄道などの交通関連投資の事業評価では，時間短

縮便益をはじめとする直接効果便益を中心とした計測と，

それに基づく事業評価が行われてきた1)．つまり，交通

インフラを整備することで，それを利用する家計や企業

が，どの程度の移動時間含めた（一般化）費用を節約で

きるかを貨幣化することを中心に評価の枠組みがつくら

れてきた． 

既往研究においては，新幹線上野駅乗り入れが過疎地

域の交通に与える影響を検証した研究2)，高速都市間鉄

道プロジェクトの便益評価に関する研究3)，東北・北海

道新幹線の整備計画に関する研究4)等があり，所要時間

と費用，運航頻度，乗り換えの有無の指標から利用者便

益を算出し，高速鉄道整備の評価を行っている．また実

務においても，鉄道・運輸機構による九州新幹線武雄温

泉から長崎区間，及び，北陸新幹線の金沢から敦賀区間

の便益評価では，①利用者便益，②供給者便益，③環境

等改善便益，④残存価値の4項目5)を計測している．ここ

で利用者便益は，移動の一般化費用より求められ，変数

として所要時間と費用，運行頻度，乗り換えの有無等か

ら構成される．これらは一般的に，発生ベースの便益と

呼ばれる．他方，道路整備における便益評価は，①走行

時間短縮便益，②走行経費減少便益，③交通事故減少便

益の3便益6)から構成されている． 

また，空間応用一般均衡（Spatial Computable General 

Equilibrium: SCGE）モデルを利用し，日本と韓国の高速

鉄道を対象に経済効果と環境影響の双方からの評価を国

際比較により試みた研究7)，整備新幹線のプロジェクト

の便益評価を行った研究8) 等も存在する．鉄道・運輸機

構による九州新幹線の武雄温泉から長崎間，及び，北陸

新幹線の金沢から敦賀間の便益評価において，SCGEモ

デルを利用して経済波及効果2)を計測している．SCGEで

は便益が帰着される先別の間接効果としての便益（帰着

便益）を計測することが可能であるが，この間接便益は

直接便益と表裏一体の関係にあり，交通プロジェクトに

よって生じる便益を異なる観点から評価しているものに

過ぎない． 
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一方，近年，広義の経済効果や便益の考え方が提唱

され，標準的な発生ベース便益及び帰着ベース便益9)の

評価手法では取り扱われていない交通インフラ整備効果

についての研究10)が増えつつある．図-1に示すように

Venables11)や，イギリスのDepartment for Transport12)では，広

義の経済効果として従来の時間節約効果のみならず，集

積の経済や競争促進効果，不完全競争市場における生産

拡大効果，労働市場の観点から評価が行われている． 

 

(2) 既往研究 

広義の経済効果や便益のうち，集積の経済の観点から

実証的に分析した研究として，Tamura 13)，Inoue et al14)，

Bernard15)，織田澤ら16)の研究が挙げられる（表-1参

照）．集積の経済は空間経済学における基本概念であり，

経済活動がなぜ地理的に偏るのかを明らかにするために

「集積力」と「発散力」の起源についての研究が進んで

いる．空間経済学では一般に，「集積力」の起源は「取

引コストの節約」及び「知識波及」1)であるとされる．

経済活動が集積することで地理的な障壁が小さくなる，

つまりface-to-faceコミュニケーションが容易となり，

「取引コストの節約」及び「知識波及」を期待して経済

活動が任意の地域に集積するのである．他方「発散力」

の起源として，集積による混雑に起因する地価の上昇な

どが考えられている． 

「取引コストの節約」及び「知識波及」は，交通イン

フラ整備によっても期待できることを示唆する研究も見

られる．Tamura 13)，Inoue et al14)は，新幹線整備により沿線

の特許の出願件数が増加し，「知識波及」が起きている

ことを実証的に明らかにした．また，九州新幹線整備に

より取引ネットワークの構築が行われたことを示す研究

15)も見られ，新幹線整備が「取引コストの節約」の役割

を果たしている可能性が示唆される．さらに，「取引コ

ストの節約」が企業の生産性向上に貢献していることを

示す研究16)も見られる．また，新幹線のみに着目したわ

けではないが，地域間の地域間のフェイス・トウ. フェ

イス・コミュニケーションによる生産性の向上を考慮し

た SCGE モデルの検討を行った研究17)も見られる． 

以上のように，新幹線整備によりface-to-faceコミュニ

ケーションが容易となることから，「取引コストの節約」

及び「知識波及」，「生産性向上」として現れることが

国内の既往研究から示唆される．これは，高速鉄道整備

によって集積のメリットと同等の恩恵が受けられること

を示唆している．  

広義の経済効果や便益のうち，労働市場の観点から実

証的に分析した研究として，Lin18)が挙げられる．この研

究では，face-to-faceコミュニケーションが必要な産業，

より具体的には，non-routineであり創造性や直観を仕事

の中で必要とする産業に従事する労働者数の増加に高速

鉄道整備が貢献することを，中国全域を対象に実証的に

示している．non-routineで創造性や直観を仕事の中で必

要とする産業として，Lin18)ではAutor et al19)の指標に従

い分類している．この分類によると，金融，小売・

 

図-1 Wider economic impacts（出典：Venables11）） 
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卸売，情報通信・輸送，水道・ガス・電気，建設業，

製造業，不動産，宿泊業の順で，non-routineで，創

造性や直観を必要とされているとされている．また

Lin18)では，不動産や宿泊業といった，routineで創造

性や直観を仕事の中で必要としない産業に従事する

労働者数は，高速鉄道整備による影響が小さいこと

も実証的に確認されている． 

高速鉄道整備による労働人口の変化に関する研究は他

の事例でも見られる．Cheng et al20)は，ヨーロッパを対象

に高速鉄道整備と労働人口の増加の関係を調査し，高速

鉄道整備は労働人口の増加を引き起こすことを明らかに

した．その一方で，各産業の労働人口に与える影響の違

いを考察するためにはさらに詳細な分析をする必要があ

るも結論づけている．Dong21)は，中国における高速鉄道

整備により各産業の労働人口に与える影響の違いを考察

し，宿泊業と小売業などの旅行に関係する産業の労働人

口が有意に増加したことを示した．その一方で，不動産

や建設業，水道・ガス・電気の各産業の労働人口は有意

な結果とならないことも示している． 

集積の経済は製造業よりもサービス業に強く作用する

22),23)ことが指摘されている．この指摘を背景に，Shao et 

al24)は高速鉄道整備がサービス産業集積に貢献すること

を実証的に明らかにしている．具体的には，長江デルタ

における高速鉄道が整備された都市を対象に，高速鉄道

整備がサービス業に従事する労働者数に与える影響を分

析した．分析にあたって，サービス産業を金融業と輸送，

情報通信などを含むproducer service industryと，不動産と小

売，エンターテインメントなどを含むconsumer service in-

dustry，教育と健康，福祉などを含むpublic service industry

の3つに分類し，producer service industryに従事する労働者

数が有意に増加したことを示している． 

 

(3) 本研究の目的 

 これまでの日本国内を対象とした研究は，新幹線整備

による集積の経済に関する実証分析にとどまっている．

一方，海外の既往研究からは，高速鉄道や高速道路の整

備が，労働人口を増加させることが実証的に示されてい

る（表-1参照）．特に，旅客を輸送する手段である高速

鉄道の整備は卸売・小売業などの第三次産業に含まれる

業種の労働人口を増加させることが示されている．この

ように，全ての産業の労働市場が，高速鉄道整備により

同等の影響を受けるわけではなく，各産業によって影響

を受ける程度が異なると考えられる．その結果，高速鉄

道整備は産業の地域特化を引き起こすと考えられる．そ

こで本研究は，高速鉄道の整備が地域の産業別労働人口

に及ぼす影響を実証的に分析することを目的とする．  

 本研究は，広義の経済効果の観点からインフラのスト

ック効果を事後的に計測する研究として位置づけられる．

Lin18) やCheng et al20)，Dong21)，Shao et al24)の諸外国を対象と

した実証分析から得られるエビデンスの蓄積が行われて

いる中で，日本を対象としたエビデンス研究はこれまで

ほとんど見られず，本研究の学術的貢献はこの点にある

と考えられる．本研究の知見の活用方法の一つとして，

標準的なSCGEモデルでは考慮されてこなかった集積の

表-1 交通インフラ整備に関する既往研究 

 

研究 推定方法 分析対象 分析期間 主な被説明変数 主な説明変数と推定弾性値など

Inoue et al
14) 差分の差分析

北陸新幹
線
(高崎～金

沢)

1993-2008 特許データ(引用数) 新幹線有無ダミー

Odazawa and

Akisada
16) 差分の差分析 九州地方 2011-2012

企業の生産額(sales)

労働生産性(生産額／従業員数)

収益ベースの全要素生産性(Revenue

Total Factor Productivity)

新幹線有無ダミー

skilled employment
HSRの拡張:+7.3%

高速道路の拡張:+1.9%

manufacture employment
HSRの拡張:+0.599%

高速道路の拡張:+12.13%

小売・卸売業雇用者数 高速鉄道駅の建設:+6.9%

宿泊業・飲食店雇用者数 高速鉄道駅の建設:+5.4%

Shao et al
24) 差分の差分析 中国 2004-2016

金融業，運輸業，情報通信業から
構成されるproducer service industry

高速鉄道駅の建設:有意に増

加
Duranton and

Turner
26) 操作変数法 U.S.A.

1983-2003

2時点
⊿雇用者数

1983年時点におけるMSA内の

州間高速道路の距離:+0.15%

Baum-Snow
27) 操作変数法 U.S.A.

1950-1990

2時点

⊿population of

politically defined central city

中心部を通過する高速道路
の数:-18%

Dong
21) 差分の差分析 中国 2006-2014

Yatang Lin
18) 差分の差分析 中国 2000-2013
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経済及び労働者の地域間移動を考慮した発展的なSCGE

モデル25)において，モデル内で使用されるパラメータ値

として本研究の実証分析結果を活用できる可能性も期待

される． 

 

(4) 分析手法 

 高速鉄道の整備が地域の産業別労働人口に及ぼす

影響を実証的に示すことの上での大きな課題として，

相関関係と因果関係の問題が挙げられる．最も簡単な例

として，人口の増減の議論を考えよう．例えば，インフ

ラを整備したことによって人口が増えたと主張しよう．

標準的な回帰分析では，インフラの整備が行われた地域

と人口の増加が起きている地域に相関関係があることが

確認することはできても，交通インフラ整備が人口増加

を引き起こしたという因果関係まで考察することはでき

ない． 

 これを本研究の枠組みで捉えると，労働人口が増加し

ている地域と新幹線が整備された地域との相関関係を回

帰分析では確認できても，新幹線整備が労働人口の増加

を引き起こしたという因果関係まで考察することはでき

ない，ということになるであろう． 

 因果関係を考察することのできる手法として，近年因

果推論のアプローチが飛躍的に進展している．因果推論

のアプローチとしては，操作変数法(IV)や差分の差分析

が知られている 28)．本研究ではパネルデータを構築する

ことができたため，2 時点データで分析を行う操作変数

法(IV)ではなく，複数時点間が分析可能でエビデンスレ

ベルもより高い差分の差分析(DID)を用いる．  

 

 

 

2. データと計量経済モデル 

 

(1)  データ 

 本研究では産業の地域特化を，産業別労働人口を用い

て評価する．産業別労働人口は，政事務所・企業統計調

査及び経済センサスに記載されている産業別の従業員数

を利用する．産業区分は大分類を採用し，表-2に示す9

分類である．1986年から2016年のうち9年分の労働人口

についてパネルデータを構築することができた． 

 

(2) 計量経済モデル 

 本研究ではパネルデータを構築することができたため，

2時点データで分析を行う操作変数法(IV)ではなく，複

数時点間が分析可能でエビデンスレベルもより高い差分

の差分析(DID)を用いる．被説明変数は，産業別大分類

の労働人口（自然対数変換値）を利用する．処置変数に

ついて，差分の差分析(DID)ではダミー変数に加えて，

連続変数を用いることが可能37)である．適切な連続変数

を処置変数として採用することにより，新幹線整備の効

果の度合いの違いをより精密に評価できるようになるこ

とも期待される．そこで本研究では，処置変数として，

新幹線駅が建設されるとそれ以降1をとりそれ以前につ

いては0をとるダミー変数と，新幹線整備による地方自

治体間の所要時間の変化を考慮したアクセシビリティ関

数の両方について検討する．  

差分の差分析(DID)では，処置群と対照群を設定する

必要がある．Inoue et al14)やLin18)では，分析期間中に高速

表-2 基本統計量 

 

 

変数 標本数 平均値 中央値 最大値 最小値 標準偏差

鉱業（人） 468 77.9 26.0 4902.0 0.0 269.9

建設業（人） 468 7197.9 3677.5 103819.0 133.0 12201.3

製造業（人） 468 13596.8 9372.0 60426.0 17.0 13022.4

電気・ガス・熱供給・水道事業（人） 468 327.1 143.5 3876.0 0.0 569.5

運輸・通信業（人） 468 4781.2 1942.0 74004.0 0.0 8370.2

卸売・小売業，飲食店（人） 468 25744.8 10470.0 319253.0 130.0 45361.2

金融・保険業（人） 468 2493.9 796.5 34281.0 5.0 4823.5

不動産業（人） 468 1253.6 275.0 29144.0 0.0 3519.9

サービス業（人） 468 21380.2 9068.5 334144.0 182.0 40171.5

赤：処置群 

青：対照群 
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鉄道が建設された地方自治体を処置群，高速鉄道が建設

される予定の地方自治体を対照群としている．本研究に

おいても同様に，パネルデータを構築することが可能な

1986年から2016年の間に新幹線駅が建設された地方自治

体を処置群，2030年までに新幹線が開業予定の地方自治

体を対照群とした．処置群となる地方自治体は42市町村，

対照群となる地方自治体は10市町村となった（図-1参

照）． 

標準的な差分の差分析(DID)は2時点データを用いて行

うが，本研究では複数時点間を推定するために，Lin18)及

びDong21)，Shao et al24)にならって拡張を行った．その推定

式を式(1)に示す． 

 

 

ただし， は地方自治体𝑖における年𝑡の産業別労働人

口に対数をとったものである． は地方自治体𝑖

に新幹線駅が年𝑡に建設されると，それ以降1をとり，そ

れ以前については0をとるダミー変数である．𝑋𝑖𝑡は共変

量を表し，Dong21)，Shao et al24)にならい，人口に加えて，

一人当たりの所得，人口密度，人的資本(高校生数)を加

えた．휀𝑖𝑡は誤差項であり，𝛽は平均処置効果である．𝛾𝑖

は地方自治体固定効果(city’s fixed effect)，𝜏𝑡は年固定効果

(year’s fixed effect)である．地域-年固定効果(region-year’s 

fixed effect) の𝑟は，地域を表しInoue et al14)やLin18)の研究

に従って，全国を北海道，東北，関東，北陸，中部，近

畿，中国，四国，九州の9ブロックに分けた． 

また，平行トレンド仮定の成立の有無についても確認

を行う．Lin18)，Dong21)，Shao et al24)にならい，式(2)の推定

を行った．なお，𝑞 = 4，𝑚 = 4として推定を行った． 

 

 

式(2)における が有意でない結果となれば，平行ト

レンド仮定が成立する．以上の式(1)及び(2)の推定結果

を表-3及び表-4に示す． 

次に連続的な処置変数として，式(3)に示すアクセシ

ビリティ関数40)を利用する． 

 

 

 

 

図-2 処置群と対照群 

 

赤：処置群 

青：対照群 

黄：新幹線 
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 ただし， を年𝑡における地方自治体𝑖から地方自治

体𝑗までの所要時間， を年における地方自治体 の社

会経済規模とする．社会経済規模は，人口や総生産，

CBDが利用される29)．総生産に類似する指標として課税

対象所得額があり30)，本研究ではこれを社会経済規模と

して利用する．なお， はNITAS31)を利用して算出し，

最短所要時間となる経路をダイキストラ法で求めた．処

置変数をアクセシビリティ関数とした分析の推定式は，

式(4)のようになる． 

 

 

 式(3)と式(4)を用いて推定を行った．なお，新幹線の

所要時間で推定を行ったものを表-5及び表-6に記載する．

また，比較のため高速道路の所要時間で推定を行ったも

のを表-7及び表-8に記載する． 

 アクセシビリティ関数とダミー変数の違いは，長野市

を例にとると，ダミー変数の場合は処置が1997年の長野

新幹線開業のみとなる．一方，アクセシビリティ関数の

場合は1997年の長野新幹線に加えて，他の新幹線開業に

よる処置も加わる．例えば，2015年の北陸新幹線全線開

業による金沢駅と長野駅間の所要時間の変化もアクセシ

ビリティ関数では考慮可能である．なお，2015年までの

長野駅から金沢駅は，在来線の所要時間を用いている． 

平行トレンド仮定の成立を確認する．式(5)の推定を

行った．なお， ， として推定を行った． 

 

 

鉄道の所要時間で推定を行ったものを表-6に記載し，道

路の所要時間で推定を行ったものを表-8に記載する． 

 

 

表-4 ダミー変数による分析結果のまとめ 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

平均処置効果
と固定効果

鉱業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・
水道業

運輸・
通信業

卸売・小売
業，飲食店

金融・
保険業

不動産業 サービス業

connect

City FE

Year FE

Region-year FE

connect

City FE

Year FE

connect

Year FE

Region-year FE

処置効果が有
意の際の値

平行トレンド
仮定の成立

○ ○ ○ ○ ○

2.4 3.3

○ ○

処置効果が有
意の際の値

2.4

平行トレンド
仮定の成立

○ ○ ○ ○ ○

2.3 2.2 1.8

○ ○ ○

処置効果が有
意の際の値

11.8

平行トレンド
仮定の成立

○ ○ ○

8.2 14.9 5.6

○ ○ ○ ○ ○

表-3 ダミー変数，全ての固定効果 

 

 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

Mining Construction Manufacture
Elec&heat&

gas&water
Information

Retail&

wholesale

Finance&

insurance
Real estate Service

connect -0.031 0 0.012 -0.006 0.051 0.024** 0.033** 0.023 -0.007

(0.112) (0.009) (0.015) (0.058) (0.044) (0.008) (0.012) (0.034) (0.01)

Municipality FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Region-year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Observations 468 468 468 468 468 468 468 468 468

R-squared 0.749 0.996 0.993 0.941 0.932 0.998 0.996 0.977 0.996

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05

表-5 新幹線整備によるアクセシビリティ関数，全ての固定効果 

 

 
 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

Mining Construction Manufacture
Elec&heat&

gas&water
Information

Retail&

wholesale

Finance&

insurance
Real estate Service

ACC HSR 0.003 -0.001* 0.002 -0.009* -0.001 0.001** 0.001 -0.003 -0.002**

(0.006) (0) (0.001) (0.004) (0.001) (0) (0.001) (0.002) (0.001)

Municipality FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Region-year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Observations 333 333 333 333 333 333 333 333 333

R-squared 0.84 0.997 0.993 0.914 0.99 0.998 0.996 0.981 0.996

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05

表-6 新幹線整備によるアクセシビリティ関数の分析結果のまとめ 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

平均処置効果
と固定効果

鉱業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・
水道業

運輸・
通信業

卸売・小売
業，飲食店

金融・
保険業

不動産業 サービス業

connect

City FE

Year FE

Region-year FE

connect

City FE

Year FE

connect

Year FE

Region-year FE
○ ○ ○ ○ ○ ○

8.2 14.9 5.6
処置効果が有意
な際の弾性値(%)

11.8

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

2.3 2.2 1.8
処置効果が有意
な際の弾性値(%)

2.4

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○ ○

○ ○ ○

2.4 3.3

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○ ○ ○

処置効果が有意
な際の弾性値(%)
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3. 推定結果 

 

(1) 処置変数がダミー変数の推定結果 

表-3は，式(1)の推定結果であり，年固定効果と地方自

治体固定効果，𝛿𝑟𝑡で表される地域-年固定効果のすべて

を考慮したものである．表-4は，表-3の結果に加えて，

年固定効果と地方自治体固定効果のみを考慮した推定結

果，年固定効果と𝛿𝑟𝑡で表される地域-年固定効果のみを

考慮した推定結果を示している．このように，固定効果

の組み合わせに基づいて3通りの推定を行う理由は，頑

健性の確認を行うためである．また，平行トレンド仮定

の成立の有無を確認するために，式(2)を推定した結果

を表-4に示す．  

表-4の結果から，卸売・小売業，飲食店とサービス業

は，2通りの固定効果の組み合わせにおいて，平均処置

効果が正に有意であり，平行トレンド仮定が成立してい

ることが確認される． 

金融・保険業及び不動産業は，特定の固定効果の組み

合わせのみで平均処置効果が有意な結果となっており，

かつ，平行トレンド仮定も成立している． 

以上を総括すると，卸売・小売業，飲食店とサービス

業に対する因果効果が最も頑健性のある結果となってい

ると言える．表-4の分析結果に基づくと，新幹線駅を建

設することにより卸売・小売業，飲食店の労働人口が

2.4%から8.2%増加すると共に，サービス業の労働人口が

1.8%から5.6%増加することが示唆される． 

 

(2) 処置変数がアクセシビリティ関数(鉄道)の推定結果 

 表-6を参照すると，卸売・小売業，飲食店の連続処置

変数（アクセシビリティ）に関して，全ての固定効果の

組み合わせにおいて処置効果すなわちパラメータが有意

に正な値となると共に，平行トレンド仮定も成立してい

る．電気・ガス・熱供給・水道事業と建設業は，2通り

の固定効果の組み合わせにおいて処置効果は負に有意と

なり，かつ，平行トレンド仮定も成立している． 

表-5 新幹線整備によるアクセシビリティ関数，全ての固定効果 

 

 
 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

Mining Construction Manufacture
Elec&heat&

gas&water
Information

Retail&

wholesale

Finance&

insurance
Real estate Service

ACC HSR 0.003 -0.001* 0.002 -0.009* -0.001 0.001** 0.001 -0.003 -0.002**

(0.006) (0) (0.001) (0.004) (0.001) (0) (0.001) (0.002) (0.001)

Municipality FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Region-year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Observations 333 333 333 333 333 333 333 333 333

R-squared 0.84 0.997 0.993 0.914 0.99 0.998 0.996 0.981 0.996

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05

表-6 新幹線整備によるアクセシビリティ関数の分析結果のまとめ 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

平均処置効果
と固定効果

鉱業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・
水道業

運輸・
通信業

卸売・小売
業，飲食店

金融・
保険業

不動産業 サービス業

ACC HSR

City FE

Year FE

Region-year FE

ACC HSR

City FE

Year FE

ACC HSR

Year FE

Region-year FE
○ ○ ○

-0.3 0.1 -0.3
処置効果が有意
な際の弾性値(%)

-0.21 -0.6 0.9

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○

-1.6

○ ○

-0.2 0.1 -0.1
処置効果が有意
な際の弾性値(%)

-0.1

平行トレンド仮定
の成立の有無

○

○ ○ ○

0.1 -0.2

平行トレンド仮定
の成立の有無

○

-0.9
処置効果が有意
な際の弾性値(%)

-0.1
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以上から，卸売・小売業，飲食店の各産業に対する正

の因果効果の存在の確認が最も頑健性のある結果である

と言える．次いで，電気・ガス・熱供給・水道事業と建

設業に対する負の因果効果の存在の確認が頑健性のある

結果となっている．  

さらに，表-6の分析結果から新幹線整備によりアクセ

シビリティが1%増加すると，卸売・小売業，飲食店の

労働人口が0.1%増加することがわかる．また，新幹線整

備によりアクセシビリティが1%増加すると電気・ガ

ス・熱供給・水道事業の労働人口は0.9%から1.6%，建設

業の労働人口は0.1%から0.6%減少することが示唆される． 

 

(3) 処置変数がアクセシビリティ関数(道路)の推定結果 

表-8を参照すると，𝛿𝑟𝑡で表される地域-年固定効果を

考慮しない場合を除き，製造業の処置効果は正に有意で

あり，かつ平行トレンド仮定が成立している．その他の

産業（鉱業，建設業，卸売・小売業，飲食店，金融・保

険業，不動産業，サービス業）については，特定の固定

効果の組み合わせでのみ処置効果が有意であり，平行ト

レンド仮定も成立している．したがって，製造業が最も

頑健性のある結果となっている．高速道路整備によりア

クセシビリティが1%増加すると，製造業の労働人口が

0.6%から1.2%増加することが示唆される． 

 

 

4. まとめと今後の課題 

 

本研究では差分の差分析による分析を行い，新幹線整

備により有意にその労働人口が増加する産業を統計的に

明らかにした．また，比較のため高速道路整備により有

意にその労働人口が増加する産業についても明らかにし

た．具体的には，卸売・小売業，飲食店の労働人口は新

幹線駅を整備すると，2.4%から8.2%増加し，新幹線整備

によるアクセシビリティが1%増加すると0.1%増加する

ことがわかった．他方，高速道路整備によるアクセシビ

リティが1%増加すると，製造業の労働人口が0.6%から

1.2%増加することが示された．他方新幹線整備によって，

電気・ガス・熱供給・水道事業と建設業の労働人口は減

表-7 高速道路整備によるアクセシビリティ関数，全ての固定効果 

 

 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

Mining Construction Manufacture
Elec&heat&

gas&water
Information

Retail&

wholesale

Finance&

insurance
Real estate Service

ACC Road 0.018 0.001 0.006* 0.015 -0.001 0.001 -0.001 0.002 0

(0.018) (0.001) (0.003) (0.013) (0.003) (0.001) (0.002) (0.006) (0.002)

Municipality FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Region-year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Observations 333 333 333 333 333 333 333 333 333

R-squared 0.845 0.997 0.993 0.914 0.99 0.998 0.997 0.979 0.995

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05

表-8 高速道路整備によるアクセシビリティ関数の分析結果のまとめ 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

平均処置効果
と固定効果

鉱業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・
水道業

運輸・
通信業

卸売・小売
業，飲食店

金融・
保険業

不動産業 サービス業

ACC Highway

City FE

Year FE

Region-year FE

ACC Highway

City FE

Year FE

ACC Highway

Year FE

Region-year FE

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○ ○ ○ ○

処置効果が有意
な際の弾性値(%)

0.6

○ ○ ○ ○

処置効果が有意
な際の弾性値(%)

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○ ○ ○

処置効果が有意
な際の弾性値(%)

-3 -0.9 1.2 -0.27

○ ○

0.2 -0.4 0.8 0.3

○

平行トレンド仮定
の成立の有無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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少する可能性を指摘した．以上の産業別労働人口に対す

る高速鉄道整備の影響は，既往研究においても同様の傾

向が見られるものであった． 

以上，本研究の成果を踏まえると，新幹線整備は第三

次産業に分類される業種の労働人口の増加に，高速道路

整備は第二次産業に分類される業種のうち特に製造業の

労働人口の増加に寄与することが示唆され，長期的には

これらの産業へと当該地域が特化していく可能性がある

ことが示唆される．第三次産業は人流，第二次産業のう

ち製造業は物流の変化に影響を受けると考えられ，人流

を担う新幹線と物流を主に担う高速道路に，それぞれの

産業が影響を受けたのではないかと言える． 

今後の課題として，まず1点目は，平行トレンド仮定

の検証である．既往研究にならい本研究では平行トレン

ド仮定の成立を明らかにしたが，平行トレンド仮定を厳

密に検証することは不可能であり，よりエビデンスレベ

ルの高い分析を行うためには，マッチング等を利用する

ことが考えられる．マッチングの手法としては傾向スコ

ア法がよく用いられる手法である．一方で，個人単位の

分析ではなく本研究のような市区町村単位分析では，マ

ッチングの手法として合成コントロール法32)が既往研究

で多くみられる．本研究でもこの手法を適応して分析す

ることが考えられる． 

2点目として，本研究の結果をどのように SCGEモデル

上のパラメータに適応するかである．SCGE モデル上の

パラメータの推定式と本研究の推定式の特定化は複数の

異なる点があり，この点を検討する必要がある． 

 

付録 

平行トレンド仮定の成立の有無の確認の代表的な例と

して，式(2)のすべての固定効果を考慮した場合の推定

結果を表-9 に示す．式(2)における が有意でない結果

となれば，平行トレンド仮定が成立する． 
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表-9 平行トレンド仮定の確認(ダミー変数，全ての固定効果) 

 

 

Variables (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

鉱業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・

水道業

運輸・
通信業

卸売・小売

業，飲食店

金融・
保険業

不動産業 サービス業

t-4 0.017 0.007 -0.022 -0.085 -0.174 -0.013 0.028 0.07 0.005

(0.242) (0.018) (0.031) (0.124) (0.093) (0.016) (0.026) (0.072) (0.022)

t-3 -0.184 0.002 -0.015 0.081 -0.185* 0.015 0.035 0.032 0.019

(0.221) (0.016) (0.028) (0.113) (0.085) (0.015) (0.024) (0.066) (0.02)

t-2 0.123 0.017 0.024 -0.104 0.088 0.026 -0.01 0.078 0.017

(0.208) (0.015) (0.027) (0.107) (0.08) (0.014) (0.022) (0.062) (0.019)

t-1 -0.033 0.001 0.013 -0.049 -0.111 0.02 0.050* 0.064 0.007

(0.179) (0.013) (0.023) (0.092) (0.069) (0.012) (0.019) (0.053) (0.016)

t -0.083 -0.001 -0.005 -0.014 0.044 0.015 0.023 -0.014 -0.013

(0.151) (0.011) (0.019) (0.077) (0.058) (0.01) (0.016) (0.045) (0.014)
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(0.159) (0.012) (0.02) (0.082) (0.061) (0.011) (0.017) (0.047) (0.014)

t+2 -0.059 0.037** -0.034 0.053 -0.08 0.016 0.037* 0.055 0.025

(0.154) (0.011) (0.02) (0.079) (0.059) (0.01) (0.016) (0.046) (0.014)
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(0.158) (0.012) (0.02) (0.081) (0.061) (0.011) (0.017) (0.047) (0.014)

City FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Region-year FE yes yes yes yes yes yes yes yes yes

Observations 468 468 468 468 468 468 468 468 468

R-squared 0.75 0.997 0.993 0.943 0.935 0.998 0.996 0.978 0.996

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05
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IMPACT OF HIGH-SPEED RAIL ON REGIONAL SPECIALIZATION OF 

INDUSTRIES IN JAPAN: AN EMPIRICAL ANALYSIS USING MAJOR 

INDUSTRY CLASSIFICATION WORKING POPULATOIN DATA 

 

Shotaro MURO and Daikuke FUKUDA 

 
In the transport project evaluation such as high-speed rail, time reduction has been one of the major 

evaluation criteria. Recently, the new concept called “Wider Economic Impact” has been proposed which 

may not well quantified in previous studies. The wider economic impact consists of three factors: (i) ag-

glomeration economy, (ii) private investment and land use, (iii) labor market. We focus on the labor market. 

This study empirically analyzes the impact of opening high-speed rail on the regional specialization of the 

industry. We find that employment in the retail and wholesale sector increased 2.4 percent in cities con-

nected by the HSR network. 
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